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TheMalay-MuslimsinThailandareconcen-

tratedinfourprovincesborderingonMalaysia,
themothercountryoftheircultural,religious,and

ethnicsentiments. Forthisreason,they have

acloseridentitywiththeMalay-speakingpeople

inMalaysiathanwithThais,andformanyyears

theyhavebeenfrustratedwith Thairule. Their

discontenthasappearedinvariousformsthrough･

Outhistory:forinstance,asrebellionsandprotests

informertimes,andasextremeseparatistactivities

inrecentyears.

Theproblemsinthesouthernborderprovinces

stemnotonlyfromthesefactors,however,butfrom

other,morecomplicatedfactorsoperatinginthe

area. Thispaperexaminessomeofthosefactors

thatare intricately related with the political,
economicandexternalbackgroundtotheproblems,
byanalyzingthegovernment'sintegrationpolicy

は じ め に

タイ国内のムス リム人口は約4%である｡
ムスリムの分布は39県におよび,南部にその

多くが居住 している｡ なかでもマレーシアと
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University,4-2-1Kitagata,Kokura-Minami-ku,
Kitakyusyu802,Japan

toward the Malay-Muslims and the problems
associatedwithit.

TherearefourmaJorpointsinthegovernment's

integrationefforts:theimprovementoftheregional

administrativesystem andprocess;theprotection

and controlofreligion;thereorganization of

traditionaleducationandthepromotionoflinguistic

education;andeconomicdevelopment. Ino缶cial

eyes,theseprogramshavebeengolngforwardsuc-

cessfully,particularlyinthepastdecade. Some

Muslimleaders,however,feelthatnoprogresshas

been madewith theproblemsofpoliticaland

economicinequalityatvariouslevelsandofthe

penetrationofthegovernmentintoreligiousand

culturalaffairs;andtheyconsiderthattheyneed

someform ofpoliticalautonomytosolvethese

problems.

国境を接する ｢南部国境県｣(changwatchai

daenphakta主:以下国境県)1'と 呼ばれる4

県,すなわちバクニー,ヤラー,ナラティワ

-ト サ トゥ-ンの各県 (図1参照)ではム

スリムは,それぞれ人口の60-80% を占めて

1)以前は ｢南部4県｣(sichangwatphaktai)と
呼ばれていたが,この言葉は分離意識を助長す
るということで,サリット時代の1963年に変更/
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図1 南部 国境県 地域 周辺図

表1 地域別モスク数およびムスリム人口

地 域 モスク数
モ ス ク
所在県数1'

ムスリム
人 口

地 域 別
割 合

国 境 県 1 1,089 F 4/4 Z977,392 事51.1%

そ の 他 1 676 1 9/10I 469,374 I24.5%

中 部 】 380 I20/33 460,204 J24.0%

北 部 15 1 4/9 7,065 1 0.4%

東 北 部 2 1 2/17 1 2)

合 計 12,162 i39/73 l1,914,0353)llOO%

出所 :Thg山and【1980:306-3071よりまとめた｡
注 :1)各地域全県数のうちのモスク所在県数｡
2)コーンケ-ン県およびコーラ-下県であるが,ごくわ

ずかのため資料にも数字はない｡
3)資料における合計は1,901,934人であるが,各県のム
スリム人口を合計するとこの数字になる｡
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いる (表 1および2参照)0

本稿は,この国境県地域のムス

リム住民に対するタイ政府の ｢統

合｣(ka机phasomphasan)政策と

それをめぐるさまざまな櫨雑 な

｢問題｣(panha),いわゆる ｢南部

国境県問題｣ (以下国境県問題)
杏,サリットによる国家開発政策

が本格的に開始された1960年以降

に焦点をあて,内外の政治 ･経済

状況の変化を考慮 しつつ考察 して

いくことを目的としている｡

国境県は従来首都バンコクから

1,000キロ以上もはなれた南部の

辺境地とみられてきた｡しかし同

地域は,仏教文化を中心とする大

陸部東南アジアの南端であると同

時に,島峡部マレー･イスラーム世

界の北端でもあり,それら両文化

の接点の位置にある｡そしてこの

地域に居住するムス リム住民は,

宗教,民族,言語,生活様式ともに

マレーシア北部と共有 しており,

マレー ･イスラーム文化志向の強

いひとびとである｡そこで本稿で

は国境県のムス リム住民をとくに

マレー ･ムス リムと呼び,タイ社

会に同化 (k礼nphasomklomklun)

したタイ ･ムスリムと区別 してい

る｡2)

＼されたtUthai1981:13】｡通常国
境県の範囲は4県であるが,とき
に人口比は多くない(ただし絶対数
はサトゥ-ン県より多い)がマレー
シアと国境を接するソンクラー県
をいれて5県としたり, タイ語の

普及度も高く,比較的問題の少な
いサトゥ-ン県を除いて 3県とす
ることもある｡

2)従来タイ国内のムスリム全体を｢タ/
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表2 各県ムスリム人口および人口比

県 名
ムスリム
人 口
(人)

出所 :Thailand【1980:306-307】よりまとめた.I

注 :1)ムスリム居住県39県のうち,ムスリム人
口比4%以上の県を順に挙げた｡
2)地域別では南部国境県(ヨー④,他の南部
各県⑨-⑪および⑲,そして他はバンコ

ク周辺の中部各県である｡

タイではこれまで,少数民族の同化による

統合政策が実施されてきた｡ しか し,国境県

ではそのような政策の実施は大きな困難をと

もなう｡そのことは,目まぐるしく反乱と討

伐が くり返されてきた国境県の歴史が示 して

いる｡イスラームとマ レー文化に執着するマ

レー ･ムス リムにとって,タイ人 とその政府

による背後に仏教文化の影をやどした少数民

族統合政策は,かれ らのアイデンティティと

精神生活に対 して常に大きな脅威をもたらし

＼ イ･イスラーム｣あるいは ｢タイ･ムスリム｣
と呼ぶ場合が多かったが,本稿では南部国境県
4県を中心に居住するムスリムを ｢マレー･ム

スリム｣,その他を ｢タイ ･ムスリム｣ と呼ぶ
ことにする【Surin 1985:212-213】｡

てきたのである｡ しかし国境県問題は,こう

した統合の主要な手段であり宗教 ･文化にか

かわる同化をめぐる問題だけでなく,タイの

他の地域と共通する政治 ･経済的な問題とも

深 くかかわっているのである｡

南部はもともと自然にめぐまれたゆたかな

土地であり,鉱物,ゴム,木材など商品価値

のある物産が多い｡それだけに,そうした資

源をうまく利用 した開発政策の実施は,本来

な らば国境県の経済問題解決のもっとも有効

な手段であり,マレー ･ムス リム統合にも寄

与するものであった｡だが実際は,経済開発

は一般のムス リム農民に利益をもた らさず,

貧困と経済的不平等のなかでかれ らは政府へ

の不満をつのらせていく｡ そしてそれは,開

発政策 と並行 してすすめられた統合政策への

不信をより増幅することになるのである｡ ま

た,1973年の 10.14政変以後の民主化による

政治的覚醒と権利意識の成長は,ムス リム住

民による政治的平等 と政治参加-の要求を拡

大させることになった｡分離運動組織の過激

な活動が尖鋭化するのもこの時期である｡ こ

のような政治 ･経済的要因が,統合政策のも

つ同化志向的性格に対する従来からあるマレ

ー ･ムス リムの反発を触発することになるの

である｡

本稿ではこのような南部国境県問題の複雑

な状況を把握するために,まず歴史の流れを

概観 したうえで,政府の各種統合政策とその

問題点を整理検討 していく｡そして,政府の

マレー ･ムス リム統合政策が,国境県問題の

宗教 ･文化的側面および政治 ･経済的側面と

どのようにかかわっているのかをあきらかに

していきたい｡

なお論をすすめるにあたっては,多 くの文

献や資料を利 用 しているが,筆 者 自身が南

部国境県において実施 した調査の際にえた結

果 も一部用いていることをこ こで断 っ七 お

く｡3)
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Ⅰ 歴 史 的 背 景

南部国境県の歴史は,政府の統合政策とマ

レー ･ムスリムによる反乱の歴史であるが,

19世紀以後それは2つの大きな流れのなかを

ゆれ動いてきた｡

ひとつはタイ国内の統治の変化であり,い

まひとつはそれと深くかかわってきた国際環

境の変化である｡これら2つの流れのなかで

国境県の存在と位置づけもさまざまに変化し

てきたのである｡4)

(1) 第 2次世界大戦まで

アユタヤ時代から現在の国境県地域はタイ

領土ではあったが,バクニーを中心に何度も

反乱がおこり,そのつど中央の軍隊によって

平定されてきた｡ そして,明確な支配がなさ

れるようになったのは1789年のラーマ1世に

よるバクニー戦役後である｡

その後同地域は畿外有力地方国であるソン

クラーの管理下における7つの朝貢国 (chet

hu且 muang) に改編され,1826年のイギリ

ス ･シャム和親条約 (パーネイ条約)でケダ

3)筆者は1983年に合計4カ月間,ナラティワ-ト
県を中心に国境県における地方行政と農村開発
についての調査をおこなっている.以下調査に
関連する部分については,資料引用と区別する
ために〔橋本調査コと付すことにする｡なお具体
的な禍査内容については別の機会に報告するこ
とにしたい｡
4)以下の記述については,Khachatphai 【19761,
Nanthawanl1978LRatanaphakdil1966],Surin
【1985】,Tej【1977】を参照した｡なおStlrin【1985】
は,20世紀にはいってからの国境県の歴史を次
の5つの時期に区分している｡1.1902-22(疏
治制度の確立),2. 1922-45(自治-の動きと
同化政策), 3. 1945-57(宗教政策と反乱),
4.1957173(開発政策による統合),5.1973-
82(分離運動と統合政策の変化)｡ 括弧内は内
容を中心に筆者がまとめた｡なお各期の自治分
離運動の指導者の中心は,1･2期が旧王族,

3,･4期が宗教指導者,5期がニュー1)-ダー
である｡
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-,ケランタン, トレンガヌの南を国境線と

し,一応頗土が確定することになる｡ そして

1820年代から30年代のケダー討伐,32年のラ

ーマ3世による南部7朝貢国反乱鎮圧にとも

ない多くのムスリム捕虜がバンコク-送 られ

た｡かれらの子孫が現在中部を中心に居住す

るタイ ･ムスリムである｡

中央集権国家として本格的な統合問題がお

きるのは,1895年のバクニー国主の反乱から

であり,翌年には7国に最初の州知事 (kha

luang) が派遣されることになった｡ そして

1902年には7国地域統治規則が制定される｡

チ-サーピバーン (州県制度)による地方統

治強化により,バクニーでの再度の中央行政

官派遣への反対も鏡圧され,1906年にはモン

トン･バクニー (バクニー州)が設置され,

7国行政は中央へ名実ともに統合された｡さ

らに1909年のイギリス ･シャム通商航海条約

では,ケランタンなど4州とサ トゥ-ンが交

換され,現在の領域がほぼ確定されている｡

しかしその後も,この地域の住民は中央-

の反乱を執勘にくり返 している｡1922年には

バクニーで,徴税および土地貸与拒否運動,

翌年には初等義務教育法 (1921年制定)に対

する反対などがおきている｡ これらの動きに

対しワチラウット王 (ラーマ6世)は,バク

ニー州における行政についてとくにムスリム

の保護と公平な扱いを指示 している [Kha-

chatphai 1976:318-319】｡1932年の立憲革

命後は,国境県ムスリム住民もタイ国希を認

められ,自治の要求に拍車をかけることにな

った｡また33年にはモントンが廃止され7国

は3県に再編され,現在にいたる地方行政の

形態が確立したのである (図 2参照)0

こうした一連の動きは国境県にとっても新

しい時代の幕あけかと思われた｡ しかし,

1939年からはじまる ピプ-ン政権 の ラック

･ニヨム (愛国信条)運動の一環 としての

ムスリムに対する極端な同化政策 は,かれ
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らに政府に対する大

きな 不信 感 を うえ

つけ [Ratanaphakdi

1966:45;Nantha-

wan 1978:12],そ

の後の政府の対国境

県政策の実施にさま

ざまなかたちで悪影

響をおよぽすことに

な っただけでなく,

分離運動拡大の大き

な原因ともなってい

くのである｡

(2) 戟後か ら現在

戦中にピプ-ン政

権が倒れてのち,イ

スラームに関するい

くつかの法律 ･勅令

が施行され,同化政

図2 南 部 国 境 県 行 政 区 分 変 遷

出所 :Saman【1967:241の図に一部追加修正｡
注 :1) 1933年にモントン (州)が廃止された｡
2) サトゥ-ンは,1897年からケダー,ベルリスとともにモ
ントン･サイブリーに属していたが,1909年に英領マラ

ヤに他地域が編入されたので,それ以降モントン･プー
ケットに属していた｡

策が緩和され,表面的には保護策がとられる

ようになった｡

にもかかわらず,戦中に英麿マラヤからタ

イ嶺に編入されていた北部マレー4州がふた

たび返還される混乱のなか,1947年にはバク

ニー ･イスラーム同盟が当時のタムロン首相

に非常に思いきった 7項目の要求をおこなっ

ている｡5) さらに同年,極端な文化的同化政

策を実施 したピブ-ンの復帰を懸念 した-ジ

･スロンの反乱,6) また48年には ドゥソンジ

ョーの反乱がおこり,政府 とムス リム住民と

5)要求の内容は,住民の選挙で選ばれた4県を統
治する地方長官の任命,4県の官使の80%をム
スリムにすること,小学校でマレー語を教え4
県ではタイ語 ･マレー語両語を公用語とするこ
と,などであった 【Nanthawan 1978;15】｡
6)ハジ･スロンの反乱はその後の分離･自治運動
に大きな影響を与えた事件であるが,裁判記録
lRatanaphakdi 1966] によって事件の詳しい
経過を知ることができる｡

の関係悪化と分離運動本格化のきざしをみせ

はじめる｡戦後の複雑な国際政治状況のなか

で,これ らの運動はマ レー (ケランタン中心)

からの支持をうけるが,期待 していた英国の

協力ほうけられず,翌年には国連-直接訴え

るという手段におよび,問題は国際化するこ

とになる｡7)

1949年 ピブ-ン政権が復活す るが,もはや

こうしたムス リムの国内外での活発な活動を

無視できない情勢にあった｡そ して,ムス リム

の権利は旧に復されただけでなく,イスラー

ム中央委員会やイスラーム専門学校などが設

置されていく｡ しかしこれらは一見イスラー

ム保護策にみえるが,実際は国家による間接

的な宗教統制の一連の流れのなかにあった｡

1957年のマ レーシアの独立は,ふたたび南

7)その後1951年のサンフランシスコ講和条約を機
にマレー自治国建設を訴えている [Ratanapha-
kdi 1966:53-55]｡
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部国境県のマレー･ムスリムを勇気づけるこ

とになった｡そして,内務省に大学の設置や

ムスリム官吏採用の請願がなされる｡ またさ

らに,60年には各部に代表 (tuathaen nuai

kuchat)を置いた分離主義者組織が反乱寸前

に指導者が逮捕されるという事件がおこる｡

60年代にはいると,サリットによる国家開

発の波が南部にもおよびはじめる｡そして経

済開発と教育改革に政策の重点がおかれ,入

植開拓村 (nikhomsangtoneng),8'初等教育

改革,宗教学校改革,大学の設置などがおこ

なわれた｡

ところが,60年代後半からはこれらの政策

に反対する武力をもちいた過激な活動が開始

され,73年の10.14政変以後の分離運動,権

利要求運動の急進化につながっていく｡ こう

した動きは,75年の海兵隊員によるムスリム

住民殺害事件に端を発 したバクニーでの大抗

議集会とそれをめぐる一連の事件によって頂

点に達する｡

その後も,過激分離運動組織の活動は活発

化し,各地での爆破事件だけでなく, ドーン

･ムアン空港爆破,ヤラーでの国王典撃事件

にまでエスカレートしていく｡ ここにいたっ

て政府も本腰をいれた国境県問題対策をせま

られることになる｡9)

8)サリットによる仏教徒移住策として開始され,
1960年以降約10万人が主に東北部より国境県に
移住したというtSurin 1985:2291｡そのこと
とも関連して,国境県各県のムスリム人口比率
はここ20年かなり低下してきている｡たとえば
もともと人口密度が低く入植の多かったサトゥ
-ンでは1960年の82.9%から70年の69.2%にな
っている[Khachatphai1976:46-47]｡
9)1973年の石油危機以後,政府の対国境県政策は
対中東政策と密接な関係をもつようになる｡中
東イスラーム諸国による分離運動支援と石油問
題,また70年代後半から増加した中東における
タイ人出稼ぎ労働者の問題もからんでいたため
である｡現在でもタイ政府は,中東アラブ諸国
の駐タイ大使を国境県に招待し,ムスリム住民
の生活の実状と政府の政策について理解をもと
めている【Thaihnd 1986]｡
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ⅠⅠ マレー･ムスリム統合政策

前項でもみてきたように,国境県地域でも

当初は他の辺境地域と同様の統合政策が実施

されてきた｡それは地方行政改革,中央から

の官吏派遣であり,また反乱の場合の武力鎮

圧であった｡しかし同地域の場合,英領マレ

ーとの領土問題だけでなく執劫な反乱のくり

返しが,民族 ･宗教 ･文化的な問題を政府に

徐々に認識させ,政策面での特別な配慮を生

ませることになったのである｡とくに戦後そ

の傾向が著しい｡ここでは国境県のマレー･

ムスリム住民に対する統合政策がどのような

かたちで実施されているのかを,それらのも

つ問題点とともに検討していくことにする｡

(1) 政策の立案と実施

ここ100年来政府はマレー･ムスリムの統

合に努めてきたが,ひとつの例外,すなわち

1900年前後の国境県地域の中央集権体制への

組入れを除いてうまくいっていないといわれ

る[Thomas 1974:5501｡とくにピブ-ンの

文化的同化政兼による,タイ語 ･タイ服 ･タ

イ名の普及,宗教学校閉鎖等はことごとく失

敗している｡

1960年代中頃から,開発政策の進展にとも

なう一般住民との接触の拡大から,ようやく

問題の性格,すなわち,ムスリムは伝統的な

文化を保持することを望み,政府がかれらの

宗教,言語,習慣をかえさせることによって

同イヒさせることを恐れている,ということを

政府官吏も認識しはじめる｡

では,そうした認識が政策のかたちでどの

ようにあらわれてきたのか｡具体的な政策を

検討するまえに,ここではまず国境県政策の

立案と実施をささえる行政組織について整理

しておこう｡

南部開発については61年に南部開発委員会

が設置されている｡ 行政組織としては60年に
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内務省地方行政局に行政調整部 (kongpras-

anratchakan)が,64年にはヤラーに出先機

関として南部国境県行政調整センター (sun

prasannganpokkhrongchangwatchaidaen

phaktai)が設置されている｡

行政官吏については,63年および66年に国

境県に赴任する官吏の任命基準が規定され,

イスラーム理解などの条件が明示された｡71

年から開始された大学へのムスリム子弟の優

先入学制度により,その後の卒業生の官吏登

用も促進されるようになる｡ さらに,先にの

べた73年以降の同地域における諸情勢変化に

より,ムス リム官吏の増加と派遣官吏任命基

準の厳格化がより一層すすめられていく.10)

国家レベルの組織では,79年前後には,読

会に南部国境県問題についての通常委員会お

よび南部国境県 3県 (バクニー,ヤラー,ナ

ラティワ- ト)問題調査特別委員会が設置さ

れ,現地調査をもとに,地域住民の社会 ･経

済的特徴を行政にいかす必要を強調 している

【Surin 1985:198]｡さらに内務省は,国境

県問題を総合的に取り扱う機関の必要性を検

討 し,治安と一般行政政策を総合的に立案 ･

実施する組織として,81年に南部国境県行政

センター (sunamnuaikanborihanchangwat

chaidaenphaktai:略称 SoOBoTo)を設

置したのである｡11'同センターでは,南部赴

10)現在の任命基準の内容は,南部国境県行政セン
ターで訓練をうけ住民の宗教･文化を理解して
いること,ムスリムであるかそうでない場合は
マレー語ができることが望ましい,その他土地
の文化 ･習慣にそって公平誠実に行動する者,
などである [Uthai1981:53-54]｡
ll)内務省地方行政局の出先機関にすぎなかった南
部国境県行政詣整センターを改編し,国境県関
係各省局の業務をもあわせて総合的に監督･実
施する権限をもつ上級行政機関として発足し
た｡担当地域はソンクラーを含めた国境5県で
あり,内務次官補が所長として赴任している｡
筆者は1983年2月に約1週間,同センターにお
いて資料収集と同時に,イスラーム指導者およ
び国境県赴任官吏 (警察,医療関係を含む)に
対するセミナー訓練を聴講した｡

任官吏の訓練,イマーム(イスラーム導師)等

イスラーム括導者に対するセミナー,その他

数多 くのプログラムを立案 ･実施 している｡

また同センターにはムスリム官吏も多数勤務

し,12)きめこまかい行政をめざしている｡同

センターを中心に,現在の国境県行政に関係

する組織をまとめたものが図 3である｡この

図をみてわかることは,軍および警察関係の

関与が大きいことである｡国境県においては

一般行政も常に治安維持と密接に関係 してい

るためである｡

以上政策の立案と実施の中心となる行政組

織をみてきた｡そこで次に個別の政策を,そ

れぞれ宗教,教育,経済開発にわけて概観 し

ていくことにしよう｡

(2) 宗教政策

タイは一般には仏教国としての印象が強い

が,1932年 以 降どの憲法においても信仰の

自由 は保障され,国王も憲 法上の資格にお

いてムスリムを擁護 している [Khachatphai

1976:498-5001｡法的にも,イスラーム保護

の勅令 (仏歴2488年イスラームの擁護に関す

る勅令)が制定されている｡ さらに,南部国

境 4県のみに適用される特別法 (仏歴2489年

バクニー,ナラティワ- ト ヤラー･サ トゥ

-ンの各県にイスラーム法を適用す る法律)

も制定され,イスラーム法がダ ･ト･ユティ

タム (イスラーム裁判官)13) によって適用さ

12)同センター (職員数100人強)におけるムスリ
ム職員の割合は約4q%である〔楕本調査〕｡
13)当初法律では各県裁判所に1名であったが,現
在は各2名 (計8名)配属され,原告 ･被告と
もにムスリムである場合の家族および相続に関
する裁判の審議に加わることになっている｡な
お法的自治の重要性は,ラーマ5世治世時から
すでに認識されており,ムスリムの生活全般に
わたって規定しているイスラーム法の適用をめ
ぐるさまざまな措置が講じられてきた｡制度化
されてからも,｢裁判の独立｣はハジ･スロンの
反乱の大きな争点となるほど重要な意味をもっ
ていた 【Surin 1985:119-141]｡
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図3 南 部 国 境 県 行 政 関 係 組 織

出所 :Uthai【1981:891の図を修正追加｡

れている｡

上記勅令の実施規則である,1949年の ｢タ

イ国イスラーム中央委員会規則｣は,1902年

の仏教に関する ｢サンガ統治法｣に比較でき

るような重要 な ｢規則｣ であるといわれる

【石井 1977:358-3591｡ そして,この規則の

実施により宗教行政の確立,すなわちイスラ

ームの国家管理がはかられたのである｡図4

はイスラーム管 理組織 をまとめたものであ

る｡管理組織そのものについては,内務省の関

与などいくつかの問題が指摘されている [同

上書 :3601が,それ以上に重要なことは,国

境県のマ レー ･ムスリムがそのような組織の

正当性をどこまで認めているかということで

ある｡ チュラーラーチャモントリー (chula-

ratcham6ntri) はほとんど中部の出身者であ

り,単なる政府の代理人にすぎない,という

印象が一般には強い｡そのうえ,国境県のム

スリムのなかには中部のタイ ･ムスリムはほ

んとうのイスラームを理解していないと考え
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る者もいる [Surin 1985:212-213]｡全国組

織としてのイスラーム管理組織も,ムスリム

人口の過半を占めるマ レー ･ムスリムとの関

係にはまだまだ問題を残 しているのである｡

このようにみてくると,1977年から相互理

解促進策として実施されている,チュラーラ

ーチャモントリー等中央のムスリム知識人の

国境県訪問計画 (khrongkanthammacharik

itsalam)14'も,宗教 集会- の大 きな参加

人数 をもって成果 があがっているとされる

[Thailand 1985:11】が,それをうのみには

できないようである｡

政府のプログラムには,バンコクからのム

スリム知識人派遣に加えて,国境県地域のイ

スラーム指導者 (イマーム等)のバンコクへ

14)この計画は,1965年からはじまった北部山地民
を仏教徒-改宗させるための ｢タンマチャーリ
ック<法の巡歴>計画｣ 【石井 1975:255-258]
のイスラーム版である｡ムスリムのイスラーム
理解をより促進するとともに,政府に対する印
象をよくするために実施された｡
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の招待もある｡この

計画は1977年にはじ

まり毎年 4-500人を

いくつかのグループ

にわけ,南部国境県

行政センターの官吏

が引率 してい く｡相

互理解,ムス リム相

互間の交流,政府業

務を理解させること

などがその日的であ

るが,コースには首

相 お よび軍 幹 部 訪

問,王宮見学,ムス

リム経営者の工場見

学,チェンマイ旅行

などがくみこまれて

いる｡もちろん費用

はすべて政府もちで

あり,厚遇されるた

め参加者の印象も非

常によい｡15)

イスラーム関係施

設-の援助もおこな

図4 イ ス ラ ー ム 管 理 組 織

出所 :Khachatphai【1976:5071の図に一部追加｡
注 :1) イスラームの最高指導者であり,職務上中央委員会の委
員長となる｡

2) 各モスクのイマームが選挙によって委員を選び,内務省
が任命する｡現在26県にあり各県5-20人の委員で構成
される｡Thailand【1980:309】｡

3) 中等教育以上および私立学校 (ポーノを含む)の監督,
その他宗教 ･文化全般を担当｡

われている｡1960年

にバクニーの中央モスクが政府の援助によっ

て建設されて以来,ヤラー,サ トゥ-ン,ナ

ラティワ- ト各県において も中央モスクが同

様に建設されている｡1979年にはバンコクに

おいてもクローンタンにイスラミックセンタ

ーが建設された｡さらに,ソンクラー大学バ

クニーキャンパスには,イスラーム研究中央

15)筆者は1982年にバンコクであるグループの王宮
見学などに同行し,参加者にインタビューをお
こなった｡引率官吏の言によればほんとうの目

的は,マレーと比較してタイが経済的に劣って
いるとみなしているムスリム指導者たちに,バ
ンコクの繁栄ぶりをみせること,そしてかれら

が政府にとって重要な存在だという印象を与え
ること,であるという｡

センターも設置されるなど,多 くの援助がな

されている｡

さて,その他の宗教関連政策には次のよう

なものがある [Uthai 1981:34-38]｡

a.ムス リム官吏に対するメッカ巡礼のた

めの有給休暇｡1966年より120日｡

b.メッカ巡礼についての便宜｡南部国境

県行政センターでのパスポー ト発行,巡礼旅

行団の世話等｡

C. イスラーム休日｡一般の休日はさまざ

まな変化を-てサ リット時代に土 ･日に統一

されたが,イスラーム祭 日は学校 も役所 も休

日となっている｡16)

d.コーラン暗唱コンテス ト｡1961年より
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クアラルンプールの大会-の代表派遣｡

e.県および各モスク委員会委員のセミナ

ー訓練｡

f.各病院にラマー ト (礼拝)のための施

設を整備｡食事についてもイスラーム式を用

意｡

g.国王 が中心 となり,中央マオリット

(生誕祭)儀式の推進｡

(3) 教育政策

教育政策は宗教とも深 く開達 し,これまで

常に大きな争点になっているが,初等教育義

務化以降のマ レー ･ムスリムによる教育批判

の理由は次のような点である｡

まず,学校内での仏教儀礼,仏教式のあい

さつ (waikhru等),教科書の仏教道徳 ･習慣

等の教えに対する反発である｡最近ではそれ

ら問題点の多 くは改善されてきているが,ム

ス リムにとってはこれらの点は非常に重要な

問題である｡ また,国境県の小学枚教師の過

半が仏教徒であるため,17)ムス リムに対する

配慮に欠けることについての不満もある｡

次にタイ語の学習,タイ語による授業があ

げられる｡ソンクラーおよびサ トゥ-ンにお

いてはムスリム子弟もタイ語をほとんど理解

できるが,他の3県の場合は村内や家庭内で

はほとんどがマレー語方言 (jawi:以下マレ

ー語とする)を話 しているため,タイ語の理

16)国境県地域における公休日の変化は次のとおり
である｡1923年 (土曜半日および日曜) から
(木曜半日および金曜)-,39年 (木半 ･金)
から■(土 ･日)-,48年 (土 ･日)から (木半
･金)へ,63年 (木半 ･金)から (土･日)-
lKasem 1976:110-111】｡ 現在ムスリム人口
の多い郡の郡役所では,平日には身分証明書関
係の係を中心に住民でいっぱいになるが,金曜
日だ桝ま開店休業の状態である〔橋本謝査〕0
17)たとえばナラティワ-ト県の場合,ムスリム人
口比率が約78%であるのに対し,小学校の仏教
徒教師の比率は約74鬼である【Thailand 1983:
Table141｡
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解度が低い場合が多い｡18)

政府は当初の同化を目的としたタイ語教育

から,現在は,進学 ･職業機会等あらゆる面

におけるムス リムにとっての不利な状況はタ

イ語の理解力に関係 している,ということを

理由としてタイ語教育促進を主張する方向へ

と変化 してきている [Sayamrat.December

21,1982]｡ところが,ムス リムの一部には依

然としてタイ語学習が宗教的な罪 (bap)につ

ながるとして子弟を小学校へやらない者がい

る｡19)これは,宗教 ･民族的にマレーシア-

のアイデンティティが強 く,マ レー語を失 う

ことが一体感を失うことにつながると考える

ためである｡このようにマ レー語は国境県の

ムスリムにとっては宗教 ･民族的な一体性を

守るための非常に重要な要素なのである｡

さて初等教育以上に問題が複雑なのは,寄

宿宗教塾であるポーノ (poれo:マレー語では

ボンドック)20の文部省管轄の私立イスラーム

宗教学枚 (rongrianratsonsatsanaitsalam)

への改編である｡政府側では教育機関への間

接的な管理としてこの間題をとらえるが,ム

ス リム側はあくまでもポーノを宗教機関の一

部としてみているので,宗教への直接的介入

と解釈する｡

18)小学校ではタイ語の授業をある程度理解する子
供も,家に帰ればほとんどタイ語を使わない｡
とくに親の前ではあまり話したがらない｡テレ
ビやラジオもほとんどマレーシアの放送を視.聴

する｡ただし町や交通の便利な所に住む者や親
が商売をしている者などはタイ語ができるもの
が目立つ〔橋本諏査〕｡

19)ナラティワ-トのある村では,イマーム等の宗
教指導者は子弟を小学校へはいかせていなかっ
た⊂橋本謝査〕｡

20)ボーノはもともと必要に応じてイスラーム知識
人が自由に設置し,各地からイスラームについ
て学ぼうとする者が集まり,寄宿しながら学ぶ
形式をとっていた｡私立学校化された現在でも

ポーノの呼称は一般に使われている｡なおボー
ノについては,Surinl1985:175-204】,Khachat-
phai[1976:196-249】,矢野【1970:147-152】を参
席されたい｡
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1961年に制定された文部省規則および66年

の内閣決定により,ポーノは文部省-の登録

が義務づ けられ,新設は禁止され,従わない

ト･クルー (ポーノ校長)を法律で規制する

ことになった｡こうしたきびしい規制の結果,

71年までには535校のポーノのうち426校が私

立学校として登録 し,109校が廃校となった

[Khachatphai 1976:230-233]｡そして81年

には休校中等150校を除くと199校にまで減少

している [Manot 1985:20]｡

政府の管理とひきかえに金銭面での補助が

あるとはいえ,タイ語教育,普通教育などカ

リキュラムへの大幅な介入は,生徒の負担を

増加させ,宗教教育を質量ともに低下させ,

宗教教育機関としてのポーノの性格を大きく

変化させている｡また,ポーノに高度なイス

ラーム教育を期待できなくなったため,マレ

ーシアや中東への留学生が増加 した [Surin

1983:115-116]｡21)さらに,政府の介入に反

対する一部の ト･クルーなど宗教指導者が,

政治活動のためにポーノを利用しているとす

る見方もある [Surin 1985:179;Prasit

1966:107]｡とはいうものの一方では,私立

学校化されたポーノの卒業生は,中学高校の

卒業資格をえることができるようになり,か

ぎられているとはいえ大学進学への道も開か

れるようになってきたこともたしかである｡

この点と関連するのが,国境県4県在住ム

スリム学生の高等教育機関優先入学の制度で

ある｡1970年より内務省が中心となり,チュ

ラーロンコーン大学,クマサー ト大学など国

立8大学および警察士官学校にそれぞれ6名

ないし4名の優先入学枠を設けている｡その

結果71-81年11年間に469人がそれらの教育機

関に入学している｡さらに80年からは,推薦

21)留学先は中東諸国では,エジプト,クウェート,
サウジアラビア,リビア,イラクなどであり,
それ以外ではマレーシア,インドネシア,イン
ド,パキスタンである【Thailand 1986:36]｡

入学割当ての増加がはかられている｡その他,

高卒後各省の官吏養成専門学校-の入学制度

などもある[Uthai 1981:38-42]｡そして,

これらの大学,専門学校の卒業生の多 くは国

境県各地で官吏となる者が多い｡その場合も

優先的採用があるためである｡

ムスリム官吏の増加は,官吏 ･住民間の理

解を促 し,-ムスリムの政治参加を促進するだ

けでなく,｢役人-仏教徒｣の印象を拭い,国
境県の治安問題解決にも貢献するものとして

期待されている [Thailand n.d.:ト3]｡ し

かし一方ではムスリム官吏は,ムスリム統合

促進のための ｢変化への先導者｣(tuanam
khwamplianplaeng)であり,外国で教育を

うけ分離運動を指導するムスリム知識人に対

抗する役割もになっているといわれる [Sur-

inandChaiwat 1984:38-39]｡
優先入学制度それ自体にも問題はある｡ ひ

とつは,無試験入学であるため学力およびタ

イ語能力に問題があり,卒業比率が低いこと

である [Thailand n.d.:19-22】｡22〉そしてい

まひとつは,選抜方法の欠陥である｡郡長に

書類を提出するため,往々にして官吏と関係

の深いカムナン,村長など地域の有力者の子

弟が選ばれやすいということである｡23)こう

したことからこの制度そのもの-の疑問をな

げかける者もいる[Ruangyot 1980:16-17;

SurinandChaiwat 1984:39-40】｡

さて,イスラーム教育の低下と中東-の留

学増加に対する対策は,国内においてイスラ

ーム高等教育をうける機会をふやすことであ

るo これまで古くはバンコクにイスラーム専

22)卒業率は各県出身者によって違うが平均して約
70%である｡
23)最近は選抜に試験制度が採用されるようになっ
たが,依然として有力者の子弟が選ばれること
が多いようである｡郡長が最初から関係の深い
有力者に募集の情報提供と出願をすすめること
が多いため願書提出自体がかぎられているから
である⊂橋本調査〕｡
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門学校が設置され,またヤラー師範学校には

イスラーム研究科目が設けられていたが,負

近になってイスラーム高等教育拡大がはから

れるようになってきている｡ たとえば,1983

年ソンクラー大 (バクニーキャンパス)に50

名のムスリム学生が優先入学し,84年にはイ

スラーム研究中央センターも設置され,イス

ラーム研究での学士号が授与されることにな

った [Chaloem 1982:26-27]｡

このようにイスラーム高等教育機会が拡大

されるようになってきているが,それと並行

して,初等教育レベルでのタイ語教育強化も

同時にすすめられていることをみのがすこと

はできない [Thailand 1982:35-36】｡タイ

語教育が長期的には,イスラーム教育だけで

なくムスリム住民の生活全般にわたって深く

影響をおよぽすことになるからである｡

(4) 経済開発政策

南部の自然はゆたかである｡ だが国境県で

は,土地は十分利用されておらず,ほぼ毎年

洪水に見舞われ稲の収量は全国平均以下であ

る｡ 農業はゴム栽培が中心であるが,経営規

模は全体に小さく中国系商人に流通を握られ

ているため,ゴムの生産者価格も低い｡その

うえ価格の上下に左右され収入も不安定であ

る｡ ゴム価格低下,人口増加,物価高のため

に,ムスリム住民の大部分を占める農民の生

活は一般に考えられているよりきびしい｡国

境県4県の平均収入は南部平均 (全国平均に

近い)以下であり,4県の中心であるバクニ

ーは南部14県の最低であり平均の半分でしか

ない [Thanakanhaengprathetthai1983:

Table 6]｡
天然ゴム価格は,合成ゴムと競合している

ため石油価格の上下に左右され,81年以降下

降気味である【2'bz'd.:Table9】.しかしたとえ

価格が上昇しても,小規模生産者にそれほど

利益の還元はない｡外国の独占資本が価格を
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支配し,国内でも一部の大会社が輸出を握っ

ているためである【Klumsuksapanhaphak

tai1982:2-3,2ト24]｡

さて,こうした状況下にある国境県地域の

経済において,60年代から開始された南部開

発はどのような影響をおよぼしたのであろう

か｡

当初南部は,開発の最優先地域であった東

北より開発計画の実施は遅れていたが,60年

代後半から治安問題が悪化するにつれて,他

の地域同様さまざまな経済開発計画が推進さ

れていく｡ そしてこれまでに,道路を中心と

する交通網整備,農村電化プロジェクト,堤

病院 ･保健所設置等の医療関係,大規模かん

がい計画,ゴム品種転換援助,小規模ゴム生

産者保護な ど,経済 ･生活環境の整備,収

入 ･生活水準の向上がはかられて きてい る

[Uthai1981:48-52]｡そして,第5次経済

社会開発計画ではこの地域は特別開発地域指

定をうけている｡

またこうした経済開発計画以外に,国境県

では,他の地域以上に多くの特殊な計画も実

施されている｡そのひとつは,国内治安維持

本部など軍関係機関が関与する農村開発計画

である｡ これは心理作戦の一環であり,とく

に治安に問題ある地域において実施されてい

る〔橋本調査〕｡第 2は,国王による開発計画

(khrongkanphraratchadamri)である｡ これ

は計画そのものだけでなく,国王が国境県の

ムスリム住民にも気を配っているという姿勢

を示す点に重要な意味がある｡24)

しかし,こうした経済開発もそれなりの効

果はあったとしても,いまのところ根本的な

問題解決につながっているとはいえない｡ゴ

24)国王は,ナラティワ-ト県にある離宮(phrata一
mmktaksinratchaniwet)に1974年以降毎年滞
在し,国境県の各地を訪れ,民情を聞き,医療
を施し,開発計画の進捗を視察している[Uthai
1981:1-5]｡
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ム流通の独占はなくならず,失業は相変わら

ず多い｡そのため若者でマレーシア- 出稼

ぎに出る者や密輸品の運搬 に携わる者も多

い｡25) そしてかれらは,マレーシアの生活水

準の高さ (タイと比較 して)をみて,より自

分たちの貧 しさを感 じることになる｡マレー

シアとの一体感が強いだけに,この相対的な

貧困感はタイ政府に対する不満をかきたてる

ことになる｡

国境県の経済問題は,構造的には他の地域

の農村問題と同様貧困問題である｡しかし,

貧困であるということがすぐさま過激な行動

につながるものではないとしても,ムスリム

住民のもつ貧困感は,社会的な状況とあいま

って政治的には重要な意味をもってくるので

ある [SurinandChaiwat 1984:118】｡

ⅠⅠⅠ 南部国境県問題の実態

ここまで,政府の各種政策とその問題点を

検討 してきた｡国境県問題解決と統合-の努

力はより推進されてきているが,この地域の

抱える各種の問題はきわめて複雑にからみあ

っている｡単に宗教 ･文化にかかわる問題だ

けでなく,さまざまな政治 ･経済的な事象も

関連してくる｡ さらにそれらは,ときに国境

を越えるイシューともなる｡

(1) 分離運動

分離運動 (khabuankanchonkokanrai:

略称 KhoChoKo)26)はこれまでのタイ政府

25)ナラティワ-トのある郡では,各村々からマレ
ーシア-出稼ぎにでる者はかなり多い｡稲刈り
や建設労働が中心である｡収入がかなり高いこ
と,マレー語が通じるということが出稼ぎの理
由であるが,国境を越えるという意識をあまり
もっていないようである｡ちなみに,出稼ぎ者
の7-8割はパスポートを所持せずに越境して
いる〔橋本調査〕｡

26)以前は文字どおり｢国土分離運動｣(Khabuan･
kanbaengyaekdindaen)と称されていたが,

-の反乱の歴史から直接 ･間接に影響をうけ

ている｡しかし,これまでの大部分の反乱が

単発的な武力蜂起であるのに対し,現在の分

離運動は,政府の同化統合政策反対と南部国

境県の分離を唱え継続的な軍事活動をおこな

っている｡

ただ最近は,国境県地域の複雑な状況を反

映 して,さまざまな組織がこの地域で活動 し

混同されているので,ムスリム分離運動組織

と,活動の目的および性格のことなる他の組

織あるいはグループとをまず区別しておかね

ばならない｡他のグループは大きくわけると

次の3つにわかれる｡

第 1は､いわゆるプ一 ･ラーイ (phurail.

盗賊 ･山賊)と称されるグループである｡ か

れらは,ときに分離運動組織と関係がある場

合もあり,あるいはそのように名のって誘拐

身代金奪取をはかったり,富裕商人やゴム園

経営者から保護料を取ることもある｡そして

経済状況の悪化とともに増加する傾向にあ

る｡ 第 2は,タイ共産党(略称 Phokokho/莱

略CPT)系のグループである｡同組織は過去

に分離運動組織との協力を働きかけたことが

あるが,現在はあまり影響力はない｡第 3は,

マレ一系中国人を中心としたマラヤ共産党

(chon chin khomiunitmalaya:略称 Cho

khoMo/英略 CPM)である｡マラヤ共産党

は,1952年よりヤラー県ベ トン郡周辺に本部

を置き, マレー側での活動のための根拠地

としている｡また分離運動組織ともあると

きは対立し, またあるときは協力 している

[Suhrke 1970-71:539;Surin 1982:6-

8]｡

さて,本題である分離運動組織 自体も大

きくわけて次の 3つの組織 にわかれている

[Surin 1983:121-1231｡

a.PULO (PataniUnited Liberation

現在は直訳すると ｢悪事をなす賊の運動｣とな
る｡
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Organization:バクニー統一解放機構)｡27)

1968年に結成された最大の組織であり影響力

も大きい｡下記の2組織とは協力関係にある｡

本部はメッカにあり,政治事務局はケランタ

ンに置かれている｡タイ･マレーシアの間を

離間させるための活動および軍事活動をおこ

ない,もっとも組織的で国内外の活動範囲も

広い｡また,宗教指導者層だけでなく農村指

導者層にも影響力がある｡1975年のバクニー

事件における抗議集会動員に大きな役割をは

たし,77年の国王製撃も同組織の行動である

とみられている｡

b.BNPP(BarisanNasionalPembeba-

sanPatani/英略 NLFP:バクニー解放民族

戦線)｡ バクニーを根拠地とするもっとも古

い組織である｡本部はメッカにあるといわれ,

国境県問題をアラブ世界に知らせ,中東の大

学-の留学生派遣に役割をはたしてきた｡ケ

ランタンのマラヤイスラーム党 と関係 があ

る｡仏教徒中心の入植開拓村問題に焦点をあ

てている｡サリット時代から役人や中国系商

人から身代金や保護料をとり有力な資金源と

してきたが,現在影響力は低下している｡

C.BRN(BarisanRevolutionNasional/

英略 LFRP:バクニー共和国革命戦線)｡ヤ

ラーに根拠地を置くイスラーム社会主義を唱

える組織である｡ 知名度は高 くない｡指導者

はマレーシアやインドネシアで教育を受けた

者たちである｡ムスリム保守層の支持はない｡

マラヤ共産党との結びつきもある｡

以上3つの組織のはか,1975年以降イスラ

ーム原理主義運動の影響をうけた ｢神の道運

動｣(SabilillahMovement)という都市部を中

心とした小さな組織があり,80年の ドーン･

ムアン空港および南部鉄道爆破などに関与し

たといわれる 【Forbes 1982:1063-10641｡

27)一般には他の2組織がマレー語の略称で呼ばれ
ることが多いのに対し,この組織は通常英語の
略称で呼ばれている｡
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1980年代にはいって,政治 ･経済状況の変

化,政府側の政策改善,住民の安全向上,官

吏のモラル向上等もあり,これらの組織の役

割は減少 し,一般住民への影響力も低下して

いるとみられている [Surin 1983:124]｡

こうした変化に大きな影響をおよばしたの

は,南部国境県政策実施体制の一本化である｡

図 3で示したように,治安と国境県行政の権

限を第4軍管区司令官が握り,総合的な見地

から硬軟両用の政策が積極的に実施されるよ

うになったためである｡

80年代前半第4軍管区司令官であったハー

ン中将は,｢安寧｣(tairomjen)政策のもとに,
安全の確保, 公平, ｢闇の権力｣ (amunat

nut)の排除,政治 ･経済的平等,官吏と住

民関係の改善, などを促進 した [Thailand

1982:29,38】｡最近の各種政策についてはす

でに述べたが,治安面でも,軍と警察および

志願民兵 (As乱raksadindaen)28)との協力関

係を密にし,分離運動組織の軍事活動の沈静

化をはかった｡また投降した者を罪に問わず

優偶 したため,短期間に多くの者が投降した

lChao/ai.June 16,1983;Thailand 1984:

Table33〕｡29'

さらに,第 4軍管区司令官の任務は,分離

運動組織およびマラヤ共産党問題に関するマ

レーシア関係当局との外交交渉にもおよぶ｡

分離運動組織もマラヤ共産党もともにタイ･

マレーシア国境を自由に往来 して,討伐の網

を逃れるため,両国の協同作戦が必要となる

ためである｡ しかし,実際には両国の主張に

28)南部国境県にかぎった制度ではないが,治安に
問題のある県および郡に内務省管轄でそれぞれ
数十人-200人程度の有給の民兵を置いている｡
国境県ではもちろんムスリムが多い ⊂橋本調
査〕｡
29)投降者は武器などと交換に一時金を支給され,
一定期間訓練をうけたのち帰還をゆるされる｡
また他所で農業を希望する者には土地が貸与さ
れる⊂橋本諏査〕｡
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は食い違いが生 じている｡タイ側が分離運動

組織とともにマラヤ共産党ゲ リラも攻撃 して

いるのに対 し,マレーシア側は民族･宗教･言

語を同じくする前者は攻撃 しないどころか,

陰で援助さえしている,というのがタイ側の

主張である [Han 1983:218,223-225】｡も

っともマレーシア側もタイ側のマラヤ共産党

攻撃は手ぬるい,と主張している｡

いずれにしても,80年以後の新 しい国境県

統合政策は,治安面においても一般行政面に

おいても,その成果に対する評価は比較的高

い｡30' だが,｢闇の権力｣の問題を含む政治･
経済的問題については,より詳 しい検討が必

要である｡

(2) 政治 ･経済的背景

最近の分離運動が多少勢いを失ってきたと

はいえ,政府に対するマレー ･ムスリムの潜

在的な不信感,不満はなお根強く存在 し,な

ん らかの政治的きっかけによりいつでも爆発

する危険性を常にはらんでいる｡

そのよい例が1975年のバクニー事件であっ

た｡75年11月に海兵隊によるムスリム住民の

殺害事件がきっかけとなり,12月バクニーに

おいて大抗議集会が開かれた｡さらにその集

会に爆弾がなげこまれ多数の死傷者が出て,

ムスリム住民は国境県全域から集まり最高 7

万人の大集会となった｡当時のククリット首

相に対 し,殺害および爆弾事件に対する賠償,

国境県地域に対する政策の変更などの要求が

なされ,ムスリム県知事任命や官吏任命基準

の厳格化をはじめとする政府側の譲歩により

事件は一応収拾された [Arong 1976:33-

88]｡

30)このことは,ひとつには--ン司令官に対する
評価が村落指導者レベルで比較的高いというこ
と,いまひとつはプレム首相がこれまでの首相
に比べて国境県問題をよく理解しているとみら
れている, ということからもいえよう〔橋本調
査〕｡

バクニー事件は,政府の行政や官吏および

警察 ･軍に対するそれまで響積 してきたムス

リム住民の不満が殺害事件をきっかけに爆発

したものである｡そしてそれは,学生,農民

を中心にあらゆる階層のムスリム住民をまき

こみ,政府の不公平 ･差別に対する抗議行動

にかれらを動員することになったのである｡

政府もこうした動きを無視できず,その後の

新 しい政策展開の契機となったのである｡

では,このように政治問題に転化しやすい

ムスリム住民の抱 く不信 ･不満とはいかなる

ものなのか｡以下二つにわけて検討していこ

う｡

第 1は,教育政策に対するものである｡ こ

れは,教育一般および言語教育をとおしたイ

スラームとその文化-の介入,すなわち間接

的な文化的同化政策に対する警戒である｡ そ

れは,分離運動組織の攻撃目標が主に警察署

とともに教育施設に向けられ,校舎への放火

だけでなく教師の誘拐や殺害が頻繁におきて

いることからもわかる[Surin 1985:242]｡31)

すでにみてきたように,マレー･ムスリムに

とってマレーシア同胞との一体感の基盤は,

宗教,文化,民族の共通性だけではなく,マ

レー語もその重要な要素となっている｡ した

がってタイ語教育は,タイ国民としての意識

を植えつけようとする同化政策の一環として

かれらほうけとる｡ タイ ･ムスリムがタイ語

を通 じて同化されてしまっていると,かれら

がみているのもこのためである｡

タイ語および普通教育がよりよい職業機会

と生活水準向上のために必要であるとして

も,依然として若者の失業率は高 く,人々を

十分納得させるにいたっていない｡それどこ

31)1974-76年に教師24人が誘拐され,74-77年に小
学校34校が放火された[Uthai 1978:93-95]｡
このような危険があるため,山間部や僻地の学
枚への赴任を教師が嫌うので,そうした地域の
小学校の教師はほとんど若い教師によって占め
られることになる〔橋本調査〕｡
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ろか,イスラーム教育機関としてのポーノの

役割低下によって増加したマレーシアおよび

中東への留学は,皮肉にも間接的に分離運動

の指導者養成を促進することになってきたの

である｡

次に第2の問題は,政府の政策そのものだ

けではなくそれを実施 し,直接住民と接触す

ることになる官吏 ･警察に対する不信 ･不満

である｡

タイでは昔から住民は官吏 ･警察に不信感

を抱きつづけてきたが,他の地域と違って国

境県地域では,民族 ･宗教 ･言語が違うため

こうした感情はより増幅されがちであり,棉

互不信に陥りやすく,その結果問題もより大

きなかたちであらわれる｡ 国境県に派遣され

る官吏の任命基準がこれまで頻繁に修正され

ているのも,官吏に問題があったことの裏返

しとも解釈できよう｡

またこのことは,各県イスラーム委員への

調査によってもあきらかである｡そのなかで

は,国境県問題の原 因は主として官吏 (響

察官 を含む) にあることが指播 されている

[Chakraphan 1980:33】｡たしかに最近は,

国境県派遣の官吏はさびしく選ばれており,

赴任前のセミナーも南部国境県行政センター

において実施されているが,まだまだ不十分

である｡32)

さて,以上二つの原因を国境県問題のひと

つの政治的側面とするなら,それと密接に結

びついているのが経済的側面である｡

南タイがゆたかであること,また密輸の大

きなルートであることなどから,この地域は

経済的利害関係が非常に錯綜した地域となっ

32)地方官吏,とくに直接住民と按する機会の多い
郡行政レベルでは,ムスリム官吏が増え,また
仏教徒官吏についても地元出身者やマレー語の
会話能力のある者が増加している｡ただ意外な
ことは,県レベル採用のムスリム下級官吏のな
かに,ムスリム住民に対し役人風をふかす者が
比較的多いということである〔橋本禍査〕｡
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ている｡ ゴムなどの流通を握る中国系の有力

商人, 密輸 (マレーシア, シンガポールへ

- ゴム,米,砂糖, 鉱物, ヘロイン等 :

タイへ- 石油,武器,工業製品等)に関与

する者,密輸を資金源とするプ一 ･ラーイグ

ループあるいは分離運動組織,さらに以上の

利益グループ (klumphonprayot)と結託 し

｢闇の権力｣を行使する軍 ･警察 ･役人幹部
の存在など,その関係はきわめて複雑である

【Ruangyot 1980:15-22;Thomas 1975:

1ト15】｡

しかしこれらのグループに対し,一般の農

民は,これまで商人からはゴム生産者価格を

おさえられ,官吏 ･警察からは不正と差別を

うけ,またゴム園での農作業がプ一 ･ラーイ

グループや分離運動組織の活動のため妨害さ

れる33)など,経済的な利益をうけることは少

なく,被害ばかりを被ることになる｡ こうし

たことも,それらの問題を解決しえない政府

に対する不満となっていくのである｡

つまり,表面的には宗教 ･文化問題が争点

とされがちな国境県問題も,このような政治

･経済的な背景を十分理解していなければ問

題の本質を見誤ることになるのである｡

ⅠⅤ 統合と自治のはざま

南部国境県問題に対する一般の認識はまだ

まだ低い｡タイ語有力紙であるサヤ-ム ･ラ

ットでさえ,南部のムスリム人口を400万人

としているほどである [Sayamrat.June13,

1983]｡

また,一般のタイ人は平気でケーク(Kha-

ek)34)･ムスリムなどというムスリムの人々

33)これは,金品を要求されたり誘拐されることが
あるばかりか,軍･警察からはグループの仲間
とみられたり,また逆に警察のスパイとみられ
るなど,危険なため森へはいれない場合がある
ためである｡
34)ケークはアラブ系,南アジア系,マレー系のひ
とびとをさす総称｡
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が嫌う呼びかたを使用するし,分離運動組織

の過激な活動あるいはプ一 ･ラーイのおこす

事件のみをみて,国境県のムスリム住民全体

が過激 (runraeng)で,荒っぽいという印象

をもっている｡実際の一般ムスリム農民は,

清潔好きで宗教熱心で,なによりも平隠な生

活を望む｡その点では仏教徒農民と基本的に

かわりない｡

ところで,国境県問題についてのひとつの

見方は少数民族 (chonklumnoi)問題だとい

うことである｡ しかし,これはあくまでも多

数民族 (chonklum yai)からの見方である

【SurinandChaiwat 1984:135-136]｡他の

少数民族 (中国人を除く,山岳少数民族等)

と比較しても,マレー･ムスリムは人口が多

く,特定の地域に集中し,少なくとも国境県

では多数派である｡しかも仏教徒タイ人とあ

きらかにことなる宗教 ･文化 ･言語をもち,

それらが生活 ･思考様式に大きな影響を与え

ている｡さらに,民族および文化圏をともに

するマレーシアと直接国境を接し,親族間の

訪問,出稼ぎや留学などのために頻繁に往来

している｡ かれらの意識のうえでは国境はな

いといってもよいかもしれない｡それゆえか

れらは,けっして自らを弧立した辺境地域の

少数民族とは考えていないのである｡山岳少

数民族の場合は人口も少なく,独自の宗教,

文化の影響力も小さい｡そして,政府による

定住化促進,仏教僧の派遣,タイ語教育の普

及による同化政策が実施 されてきた 【飯島

1971:204-224]｡ しかし, 国境県地域のムス

リム住民にとっては,政治面での統合はとも

かく文化的な同化は到底うけいれがたいこと

である｡

以上のようなタイ人一般のムスリムに対す

る無理解に関連 して,タイ人 (政府側)のこ

れまでの国境県問題に関する視点を確認して

おこう｡

一般的な視点は,マレー･ムスリムはあく

までも少数民族であり,その存在が国家全体

にとって ｢安全｣なのか ｢危険｣なのか,と

いうものである｡まず,国境県の農村部では

言葉がほとんど通 じず,｢このことは国家の安
全にとっては危険な問題｣[Winai 1980:3]

であり,また ｢良きムスリムに危険はない｣
[Prasit 1966:179]ということである｡ そこ

で,危険を除くためにはムスリムにタイ人と

しての自覚をもたせるということが必要にな

るのである｡ もちろんすべてのタイ人が以上

のように考えているわけではない｡ククリッ

ト元首相は,かれらはあくまでもマレー人で

ありタイ人 ではないことを認識すべきであ

り,無理に同化するのはよくない,と述べて

いる[Arong 1976:163-164]｡だがこれまで

はそのような見方は少数であった｡

60年代からはじまった国家レベルでの経済

社会開発の目的は,地域間の格差を是正し,

国家の安全をはかることにあった｡だが国境

県では各種政策の実施がすすむにつれて,国

家の ｢安全｣とひきかえに,マレー ･ムスリ

ム社会のアイデンティティについての ｢安全

感｣(khwam rusukmankhong)は減少 して

いく[Surin 1983:114;SurinandChaiwat

1984:20-21]｡入植開拓村による仏教徒の移

住,宗教教育への介入と言語教育のおしつけ,

経済の活発化とそれにともなう商品経済の拡

大などのため,宗教や教育-の政府の干渉だ

けでなく政治的 ･経済的不平等がひろがって

いる,とムスリム住民は考えるからである｡

分離運動が過激化してきたひとつの原因は,

こうした有形 ･無形の脅威によってもたらさ

れるムスリム側の精神および社会 ･経済両面

にわたる ｢生活｣に対する危機感にあるとも

いえよう｡

国境県問題の主たる要因は,民族 ･宗教的

対立とそれにともなう過激な活動とみられが

ちであるが,むしろこれまでみてきたように,

政治 ･経済面の問題,すなわち社会的不平等
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と貧困問題の方が直接的には比重は高いよう

に思われる｡この点は政府側,ムスリム側双

方の専門家が認めるところでもある｡

たとえば,内務省きっての国境県問題通の

ウタイ (Uthai･Hiranto)氏は,｢仏教徒とム

スリム間の直接的な宗教を原因とした対立は

ないといえる--｡あるのは政治 ･経済 ･社

会 ･教育の問題である｣(Uthai 1978:145】

とのべている0-万,クマサート大学のムス

リム政治学者スリン(Surin･Pitsuwan)氏は,

もっとも重要な問題は,過激な活動をなくす

ことでも,また社会 ･政治の混乱をなくすこ

とでもなく,根本的原因である社会･経済･政

治の不平等をなくすことである[Surin1980:

37-38】,としているO

マレー ･ムスリムのなかにも分離運動を

支持せず,領土分割に賛成しない者も多い

【Phakkhini 1976:129】｡だがそのような人

々も政府の扱いに満足 しているわけではな

い｡それどころか,政府が国境県のマレー･ム

スリムをタイ国民として統合するからには,

国民としての平等の保障を当然の権利として

もとめるのである｡それは政治参加の拡大で

あり,経済面での平等である【Dunya 1980:

23-26]0

これまでみてきたように,政府はマレー･

ムスリムの国家への統合に向けてさまざまな

努力を続け,成果もあげている｡しかし,政

府側が努力すればするほど,ある種のもどか

しさが増 していることもまたたしかである

lSurin and Chaiwat 1984:151｡｢我ら｣
(phuakrao)と ｢彼ら｣(phuakkhao)という

意識 【Arong 1976:19､]はそう簡単に払拭さ

れるものではない｡そのことはこれまでの相

互不信の歴史が裏づけている｡スリン氏は,

政府官吏のためのイスラームについての啓蒙

書 【Chamluangetal.1980]を`̀嘘 (kohok)''

ときめつけている｡ 国境県における宗教と文

化についての記述が不正確だというのであ
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る 【ChaiwatandSurin 1983:79]｡全国で

実施され成果もあがっている家族計画も国境

県では,入植開拓村同様ムスリム人口比率低

下のための策略と疑われる｡ピブ-ンによる

同化政策の実施,サリット以後の強引な教育

政策などこれまで問題の多い統合政策が多か

っただけに,マレー･ムスリムの疑いも無理

ないことと思われるが,双方のイメージ･ギ

ャップの大きさが統合問題をより複雑にして

いることもまた事実である｡

ムスリム国会議員のセ-ニー (Seni･Mad-

akakun)氏は,以上のべてきたさまざまな問

題,とくに政治 ･行政面の問題解決の基本策

として,｢分権｣(kankrachaiamunat)の必
要を強靭している [Seni 1980:10ト107】｡

また,国境県地域をタイ国の一部であること

は否定しないが,地方政府 (ratthabanthong-

thin)やムスリム議会等を基礎 とする統治

の権利が必要であるという声もある 【Dunya

1980:26-27]o

もちろん,他の地域においても地方分権が

まだまだかざられているタイにあって,はた

して南部国境県にのみ特別な分権ないし自治

がゆるされるのか,ということははなはだ疑

問ではあるが,少なくともこのような自治-

の模索が,国民統合-のあらたな問いかけを

おこなっていることはたしかであろう｡

むすぴにかえて

1961年からはじまる開発政策と並行して実

施された南部国境県における統合政策は,

1900年前後の統治改革,ピブ-ンによる文化

的同化政策,戦後のイスラームの国家管理に

つづく,マレー･ムスリム統合-のあらたな,

そしてもっとも広い範囲におよぶ画期的なこ

ころみであった｡それは,単に経済開発によ

る国境県地域の経済的統合だけでなく,国家

行政改革によって中央集権体制に国境県をく
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みこむ行政面での統合,さらに宗教や教育な

どムスリム住民の ｢生活｣全般にかかわる文
化的統合にまでおよんだ｡いわばこれまでの

統合プロセスの総仕上げともいえる積極的な

政策であり,本格的な政治的統合を目ざすも

のであったといえよう｡

ところがマレー ･ムスリムは,タイ語教育

を通じた文化･生活全般-の仏教文化の浸透,

ボーノ改革による宗教-の介入,入植開拓村

や家族計画によるムスリム人口比率の低下,

さらに経済開発とそれにともなう商品経済拡

大による貧困および経済的不平等の増大な

ど,こうしたさまざまな現象が政府の開発お

よび統合政策の結果であると考えるようにな

る｡

その結果,60年代後半から軍事活動をとも

なう組織的な分離運動が展開されていく｡ も

ちろんその組織基盤と活動目標は宗教 ･文化

的な色あいをもっが,国家開発以前のいくた

の反乱とはすでに活動の性格はことなってい

るといえよう｡政治 ･経済問題がその重みを

増 し,国境県問題の多様化が進行 していたか

らである｡しかし,一般的にはなお宗教 ･文

化的側面をより強調する傾向が強かった｡と

ころがこの視点は,10.14政変以降の政治意

識の高揚によるムスリム住民の政治参加と政

治 ･経済的平等の要求拡大によって修正を余

儀なくされる｡つまり,宗教 ･文化的な問題

と政治 ･経済的な問題とが相互に,しかも複

合的に連関していることが理解されるように

なってきたからである｡また,73年以降の石

油危機と分離運動支援をめぐる中東諸国との

関係もこうした動きに徴妙に作用した｡

こうして政府の統合政策は,1980年前後か

らはより国境県の実状 にそったきめこまか

で,しかも柔軟な政策の立案と実施-と改め

られ,統合達成への手段がより多角化されて

いく｡つまり,同化を前面におしだきず,マ

レー･ムスリム固有のセンシティブな領域,

すなわちかれらの宗教と文化を尊重する姿勢

をうちだしたのである｡そして同時に,政治

･経済問題解決を優先することによって,国

境県における複雑な政治 ･経済状況が宗教 ･

文化問題に転化することを防どうとしている

のである｡

しかし,イスラームがムスリムの精神生活

および社会生活すべてに深 くかかわる宗教で

あること,またタイ社会においては仏教文化

が支配的であることを考慮するなら,どのよ

うな慎重な方法を今後とっていくとしても,

政府とマレー ･ムスリム間の宗教 ･文化をめ

ぐるあつれきは解消されることはないといえ

よう｡ その意味では,現在すすめられている

タイ語教育の強化は,たとえそれが国境県の

政治 ･経済問題を解決する重要な要素になる

としても,長期的 にはマレー ･ムスリムの

｢生活｣に影響をおよぽしていくことはあき
らかであり,そのことは,宗教 ･文化問題を

ふたたび顕在化させる危険を康成することに

なりかねないのである｡
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